
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

事業承継を検討されている経営者・後継者の方で“業界の変化が激しい時代に、会社の行く末をど

うするか？”と悩まれていませんか？最近では様々な事情から、親族承継よりも他の企業グループに

入るM＆A、第三者承継により次世代に向けた成長を実現しようとするケースが増えています。 

本セミナーでは、M＆A、第三者承継を円滑に推進する公的機関として設置された事業引継ぎ支援

センターの役割・特徴について説明し、さらに実際に M＆A で事業承継した、元 株式会社吉原燃料

店 代表取締役社長 吉原祐司様 のご講演後、譲り受けされた株式会社サイサン 代表取締役副社長 

川本知彦様からM＆Aの背景をご講演いただき、講師陣によるパネルディスカッションを行います。 

 

 

 

 

日 時 ２０２０年 ２月２６日（水）                         

    14：00 ～ 17:00（受付 13:30 ～）        

場 所 新都心ビジネス交流プラザ４階 会議室Ａ         

      さいたま市中央区上落合２－３－２  

      新都心ビジネス交流プラザ 

対象者 経営者、後継者、経営幹部 

定 員 ５０名（定員に達し次第締め切ります） 

受講料 無料 

共 催 埼玉県よろず支援拠点 

後 援 埼玉県事業引継ぎ支援センター 

    埼玉県事業承継ネットワーク 

    (株)日本Ｍ＆Ａセンター 

 

 

 

 

 

 

お問合せ・申込み先 

 (公財) 埼玉県産業振興公社 細合、小原 

  TEL: 048-647-4085 / FAX: 048-645-3286 

 

 

事業承継セミナー 

｢後継者不在でも、次世代に向けた 

成長を実現する第三者への事業承継｣     

無料 

プログラム 

 
第 1部【14：00～15：00】第三者承継と事業引継ぎ支援センターの役割 

講師 埼玉県事業引継ぎ支援センター 統括責任者 石川 峰生 氏 

 
第 2部【15：00～16：00】第三者承継を選んだ理由 

講師 元 株式会社吉原燃料店 代表取締役社長 吉原 祐司 氏 

 

第 3 部【16：00～17：00】パネルディスカッション 

   譲渡した経営者・譲り受けた経営者が語る、第三者承継のリアル 

講師 株式会社サイサン 代表取締役副社長 川本 知彦 氏 

会場地図 
JR 埼京線「北与野駅」西口徒歩１分 

※なるべく公共交通機関でお越しください。        

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｒ１事業承継セミナー「次世代に向けた成長を実現する第三者への事業承継」参加申込書 
 

送付先（FAX／企業支援 G 細合、小原宛）  0 4 8― 6 4 5― 3 2 8 6  

企業名  

住所  

電話番号  

FAX 番号  

参加者1 
所属・役職  

氏名・E-mail 氏名：        E-mail：   ＠ 

参加者2 
所属・役職  

氏名・E-mail 氏名：        E-mail：   ＠ 

※ 受講票等は発行しておりません。当日、直接会場へお越しください。（お申込みが定員を超えた場合のみ

ご連絡いたします。）なお、当日は出欠者確認のためお名刺を１枚頂戴いたします。 

 

 

講師紹介・略歴 

 株式会社サイサン 代表取締役副社長 川本 知彦（かわもと ともひこ）氏 

1996年 獨協大学法学部卒業後、リンナイ株式会社入社。本社海外事業本部配属。 

1998年 リンナイ株式会社で3年半 香港駐在。 

   2002年 株式会社サイサン入社、営業本部勤務。 

   2012年 代表取締役副社長就任。 

元 株式会社吉原燃料店 代表取締役社長 吉原 祐司（よしはら ゆうじ）氏 

2011年 三代目社長就任。電力自由化を控え、自社単体での電力販売、業務提携を検討する 

      も困難と判断し「力のある会社と組みたい」と考え、M&A を目指す。 

  2016年 「ガスワン」ブランドで幅広く事業展開している株式会社サイサン（埼玉県さいた

ま市）とM&A を実施。2018年に同社と合併、入間営業所として事業を継続。 

 

＜個人情報の取り扱い＞ 
当公社は個人情報を、以下の目的で使用し管理します。また、入手した情報は個人情報保護法等の法令に定めのある場合を除き、個
人情報をあらかじめご本人の同意を得ることなく、第三者に提供致しません。 
  
・各種相談やお問い合わせに関する対応など 
・研修やイベントなどに関する情報のご案内 
・公社が実施する各種調査の公表       ※公表する際は特定の個人を識別できないように配慮いたします。 
・共催および後援者からの情報のご案内など 


